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１．産業の動向 

●経済産業省「鉱工業指数（確報・原指数）」によると、3 月は、生産（31.8％増）、出荷（29.9％増）、

在庫（6.0％減）となった。生産では、輸送機械工業（80.8％増）、鉄鋼業(73.6%増)、電子部品・

デバイス工業(66.3%増)、非鉄金属工業(48.9%増)、精密機械工業(38.3%増)等が上昇し、プラスチ

ック製品工業(23.7%増)、情報通信機械工業(23.3%増)等が低下した。出荷では、電子部品・デバイ

ス工業（70.6％増）、輸送機械工業(67.6%増)、鉄鋼業（62.2%増）、非鉄金属工業(51.1%増)、情報

通信機械工業(35.4%増)等が上昇し、プラスチック製品工業 (23.5%増)、窯業・土石製品工業(17.5%

増)等が低下した。在庫では、一般機械工業（29.3％減）、石油・石炭製品工業(17.4%減)等が低下

し、食料品・たばこ工業（27.8％増）、電気機械工業(17.2%)等が上昇した。 

●経済産業省「鉱工業指数（確報・原指数）」によると、3 月の稼働率指数は 95.3 で、前年同月比

45.3%増となり、前月比で 12.0%の増加であった。また、生産能力指数は 106.8 で、前年同月比

0.7%増となり、これも前月比で 0.3%の増加となっている。 

●経済産業省「第 3 次産業活動指数（原指数）」によると、3 月の第 3 次産業活動指数は、1.6%増と、

前月に続きプラスであった。業種別にみると、機械器具小売業（36.1%）、自動車小売業(21.4%)、

電気機械器具卸売業（20.8％）、自動車卸売業(20.8%)等が増加したが、衣服・身の回り品卸売業

(26.9%減)、その他の機械器具卸売業(26.7%減)、音声情報製作業(21.4%減)等が減少した。物流関

係では、航空貨物運送業（36.8％）、水運貨物運送業（9.7％）、鉄道貨物運送業（9.7％）、道路貨

物運送業(14.4%)が増加し、倉庫業（0.1％減）が減少した。 

 

 

 

 
（出所）経済産業省「鉱工業指数」、「第 3 次産業活動指数」 

〔注〕生産：鉱工業生産、出荷：鉱工業出荷、在庫：鉱工業生産者在庫、第 3 次産業：第 3 次産業活動指数 

図１ 産業動向の推移（前年同月比伸び率） 
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２．消費の動向 

 

●総務省「家計調査」によると、3 月の 2 人以上の世帯の実質消費支出は 4.4%増となった。品目別

にみると冷暖房器具(201.7%)、工事その他のサービス(80.3%)、教養娯楽用耐久財(77.8%)、自動車

等購入（65.9％）、寝具類 (52.1％）等が増加した。一方、和服（55.3％減）、保健医療サービス（17.0％

減）、被服関連サービス（13.2％減）、自転車購入(12.0%減)、交際費 (8.0%減)等が減少した。 

●個人消費の動向を左右する雇用・賃金情勢については、総務省「労働力調査」によれば、3 月の完

全失業率（原数値）は 5.4%となった。また、厚生労働省「毎月勤労統計調査（確報）」によると、

3 月の現金給与総額は、規模 5 人以上の事業所で 1.0％の増加となった。 

●経済産業省の「商業動態統計調査（確報）」によると、3 月の小売業販売額は 4.7％増加し、4 カ月

連続で増加した。百貨店販売額は 5.6％減少し、スーパー販売額も 3.2％減少した。 

 

 

（出所）全世帯実質消費支出：総務省統計局「家計調査」 

    小売業販売額、百貨店販売額、スーパー販売額：経済産業省「商業動態統計調査」 

図２ 消費動向の推移（前年同月比伸び率） 
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３．貿易の動向  

 

●財務省「貿易統計（確報）」によると、3 月の輸出額は 43.5％増の 6 兆 0,036 億円で、3 ヶ月連続

で増加を記録した。輸入額は 20.6％増の 5 兆 0,538 億円で、先月に続いて増加した。輸出額から

輸入額を差引いた貿易収支は、950 億円のプラスとなり、前月に続き貿易黒字となった。 

●品目別に見ると、輸出では、繊維機械(140.5%)、自動車(110.8%、うち乗用車 119.7%）、自動車の部

分品(86.1%)、ベアリング（84.2％）、音響機器(82.3%)等が増加した。また、寄与度では、自動車(10.5%)

が大きい。輸入では、自動車の部分品(95.5%)、非鉄金属（86.5%）、石油製品(69.3%)、原油及び粗

油(69.1%)、非鉄金属鉱(65.4%増)が増加した。寄与度は原油及び粗油 (8.1%)によるところが大きい。 

●地域・国別に見ると、輸出では、中東欧(82.6%、うちロシア 26.7%)、中東（53.4％)、アジア（52.8％、

うち中国 47.5%）、大洋州（46.6％）、北米(30.1％、うちアメリカ合衆国 29.5%）、西欧(20.1%、う

ち EU26.7%)等が増加した。アジア・EU 向けは一般機械の、アメリカ合衆国向けは自動車の寄与度

が大きかった。輸入では、中東欧(86.3%増、うちロシア 114.9%増)、中東(72.4%増)、西欧(11.8%、

うち EU13.3%減)、アジア(16.6%、うち中国 5.6%)、大洋州(8.2%)、北米（3.3％増、うちアメリカ

合衆国 2.7%）が増加した。寄与度では、EU は化学製品、アジアは電子機器の増加、アメリカ合衆

国は航空機類の減少が大きかった。 

 
 

 

 
 

（出所）財務省「貿易統計」 

図３ 貿易動向の推移（前年同月比伸び率） 



JRF･RC 経済と物流の動向 2010 年 6 月 vol.31  

 

4 

４．貨物輸送の動向 

 

JR 貨物 
 

4 月は、中旬に北東北地区において強風による輸送障害が発生し、月全体で

は高速貨 32 本が運休した。 

荷動きについては、輸出産業をはじめとした製造業の生産回復及びゴールデ

ンウィーク前の需要強勢により、月全体を通して前年を大きく上回った。 

コンテナ貨物は、農産品・青果物、積合せ貨物が前年を下回ったものの、自

動車部品、化学薬品、化学工業品、家電・情報機器等が前年を上回り、全体で

は前年比 106.6%となった。農産品・青果物は、米の出荷低迷が継続した他、九

州地区の野菜類が天候不順により出荷が低調に推移したため減送となった。一

方、自動車部品、化学薬品、化学工業品は、昨年の生産調整の反動及び輸出産

業の生産回復に伴い増送となった。また、家電・情報機器は、メーカーのモー

ダルシフトへの取り組みの進展により増送となった。 

車扱貨物はセメント・石灰石等が前年を下回ったもの、石油が前年を大きく

上回り、全体では前年比 110.0%となった。石油は、気温が低めに推移したこと

による灯油の需要の増加等を受け増送となった。 

 

 （出所）平成 22 年 5 月 JR 貨物ニュースリリース「輸送動向について」 

●トラック輸送 国土交通省「トラック輸送情報」によると、1 月の特別積合せ貨物は、前年

同月比で約 30 万トン増え、6.4%の増加となった。また、宅配便貨物の取扱個

数については、前年同月比で約 479 万個増え、2.2%の増加となった。一般貨物

については前年同月比で 11.3%増加した。 

●長距離フェリー  日本長距離フェリー協会によると、3 月のトラック航送台数は、8%増の 9 万

5615 台であった。航路別にみると、中京～東東北(49%)、中京～北海道（130%）、

京浜～北九州（30％）、東四国～北九州（26％）、阪神～北海道(17%)、北陸～

北海道（15％）、京浜～東四国(13%)、阪神～南九州(9%)、北関東～北海道（8％）、

阪神～北九州(8%)、東東北～北海道(5%)が増加した。 

（出所）JR 貨物「輸送動向」から作成 

 

図４ ＪＲ貨物の輸送動向の推移（前年同月比伸び率） 
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（出所）国土交通省「トラック輸送情報」・日本長距離フェリー協会「トラック航送台数」 

図８ トラックと長距離フェリーの輸送動向の推移（前年同月比伸び率） 

 

表１ 特別積合せ貨物の品目別輸送状況（2 月データ・前年同月と比べての増減） 

品目 主な増減品目 主な増減地域 増減理由 

農水産品 
増    

減 野菜、農産品、青果物 北海道、東北、中国 ・工場、生産地からの貨物減 

金属製品 
増 その他の金属製品 

関東、中部地方、近畿地方、北越信

越、中国、福岡 
・工場、生産地からの貨物増 

減    

機械 
増  

神奈川、関東、大阪、兵庫、北陸信

越、中部地方、中国 
 

減 電気機械   

化学 

工業品 

増 
合成樹脂、その他の化学工

業品 

関東地方、中部地方、大阪、兵庫、

中国 
倉庫から出る貨物増 

減    

繊維 

工業品 

増    

減 織物 神奈川、関東、大阪、近畿 ・倉庫から出る貨物減 

食料 

工業品 

増 加工品 
東京、神奈川、北陸信越、中部地方、

近畿地方 
 

減 飲料  ・倉庫から出る貨物減 

日用品 

増  
東京、神奈川、北越信越、中部地方、

近畿地方、中国 
・工場、生産地からの貨物増 

減 
書籍・印刷物、衣服、その

他の日用品 
 

・商社、問屋からの貨物減 

・景気の不況 

その他 
増 宅配便 東京  

減 百貨店配送品  ・デパート、スーパーの貨物減 

（注）・「主な増減地域」については、16 地域[全国、6 大都府県（東京、神奈川、愛知、大阪、兵庫、福岡）及び地方運

輸局（6 大都府県を含む場合はそれらをのぞく府県、九州は沖縄を含む）]単位。なお、地方運輸局に 6 大都府県を含む

場合は「～地方」と表記している。 

・調査対象 27 社のアンケート回答を国土交通省総合政策局情報政策本部情報安全・調査課がまとめたものから作成。 

（出所）国土交通省「トラック輸送情報」 
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表２ 地方運輸局別一般貨物トラック事業者の輸送状況（前年同月比伸び率） 

           

9  ƶ7.0% ƶ3.9% ƶ5.5% ƶ12.1% ƶ11.6% ƶ11.5% ƶ6.3% ƶ9.9% ƶ5.5% ƶ4.3% 

10  ƶ5.2% ƶ1.5% ƶ6.7% ƶ5.2% ƶ8.0% ƶ11.5% ƶ4.1% ƶ8.3% ƶ0.2% ƶ4.8% 

11  ƶ1.7% 2.3% 5.3% ƶ2.4% ƶ4.6% ƶ4.4% ƶ1.0% ƶ2.1% 2.3% ƶ1.1% 

12  2.0% 3.1% ƶ1.6% 0.7% ƶ6.3% ƶ1.3% ƶ1.8% ƶ2.4% 5.0% 28.1% 

1  11.3% 44.8% ƶ0.2% 2.4% 3.2% 1.5% 1.5% 5.4% 4.4% 0.5% 

2  5.8% 4.7% 3.0% 7.7% 11.1% 10.6% ƶ1.4% 13.5% 4.0% 4.6% 

（注）・トラック事業者を対象に行ったアンケート調査の回答を国土交通省総合政策局情報政策本部情報安全・調査課が

まとめたものから作成、2 月の回答事業者数 763 社／調査対象事業者数 1,093 社 

（出所）国土交通省「トラック輸送情報」 


